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地質調査所の国際的活動の概要(昭和55年度)

海外地質調査協力室

ぶ敲�慳�漱��晦楣攀

地球科学ならびに地下資源は国際的活動が最も活発

に行われている分野の一つである.今や地質や鉱物資

源の研究調査は全地球的な観点から実施しなければな

らない事は常識であるしまたそれができる段階に達

している.さらに鉱産物は全世界の生産量の半分近く

カミ輸出入され最も国際的な商品である事はいう迄も

ない･この様な状況の下でわカミ国では政府カミ石油公

団金属鉱業事業団動力炉核燃料開発事業団を通じて

資源開発に結びついた探査開発技術協力を活発に実施し

ている.また各大学は夫々世界各地で研究活動を色々

な形で行い立派た成果を得ている.

上に述べた様な中で地質調査所は独自の基礎的な国

際的活動を四半世紀以上にわたって続けてきている･

世界中のほとんどの国が国立の地質調査研究機関を設

置している.たとえばアジアでこの様荏機関のない国

はシンガポｰノレだけである.そしてこれらの機関は

基本的には同じ目的に向って努力を続けている.日本

の地質調査所は世界各国のこれら地質調査所の大部

分と疎密の差はあるものの連絡がありアジア諸国

全部中南米アフリカの数ケ国先進諸国の機関と密接

恋連絡を保ちなカミら地球科学ならびに地下資源につい

て基礎的な協力を活発に行っている.さらに地学関係

の大きな特徴は国連など国際機関の活動が大きい事で

ある.特に国連のアジア太平洋経済社会委員会(ESC

AP)の天然資源委員会東アジア沿岸鉱物資源共同探

査調整委員会(CCOP)同じく南太平洋沿岸鉱物資源共

同探査調整委員会(ccOP/soPAc)地域鉱物資源開発セ

ンタｰ(RMRDC)放どの活動に関しては日本は最大の

協力国であり技術的な対応は地質調査所が行っている.

目本の国カカミ着実に充実し国際的発言力も増し各

国のわカミ国の技術的能カに対する認識も近年は深まり

同時に過去20年以上にわたって各国に派遣された当所専

門家によって達成された成果昭和48年度より実施して

いる国際研究協力によって得られた業績当所が受入れ

た共同研究者や研修員の経験などを通して当所に対す

る各国の地学関係者の評価が高まり先進国ならびに発

展途上国の研究者との共同研究の実施専門家の派遣要

請研修参加希望者関係機関要人の来訪などは毎年増

えておりまた地学ならびに資源関係の各種国際会議へ

の積極的な参加要請も多く在り当所の国際的な活動は

年とともに大きく発展している･以上の国際協カは

世界の諾先進国の国家機関カミ強カに実施している事であ

り国家として将来益々増強する必要のある分野である･

地質調査所の国際的活動は研究協力と技術協力に大

きくわけられる.研究協カとしては工業技術院の国

際研究協カ事業(ITIT)の一環として特別研究を行って

おり国際地質対比計画(IGCP)や世界地質図委員会狂

どの国際的学術連合との協カ環太平洋地質図や目米天

然資源委員会(UJNR)荏どの様な政府機関の間の協カ

更に外国の大学研究機関との研究者の交流などが主要な

内容である､技術協力は発展途上国に対する援助で

あって目本政府の経済協カ政策の一環として実施してお

りその主要な態様は国連たどの国際機関を通じた協

力二国間の協定による協カに大別できその内容は色

色な目的での専門家の派遣と研修生の受入れが主要な部

分をなしている.また国際機関への協力については

前に述べた様に主として国連ESCAP傘下の色々在機関

の事業に対して専門家派遣や事業計画立案から会議

出席など色々な点で大きく貢献している一

以上の活動の主要なものについて此処に概要を報告

する.

チリ金属冶金中央研究所�
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研究協力

国際研究協力特別研究

昭和55年度は工業技術院による国際研究協力(IT工丁)

特別研究として次の4プロジェクトを実施した.

フィリピン鉱山地球科学局と東南アジ1アの地質構造の研

究を昭穐52年度から行い今年度で終了した･これは

第1次計画でインドネシヤ地質調査所とジャワ島の地質

構造の研究を行ったのに引続いて第2次計画として実

施したものである.第1次計画ではジャワ島を中心と

する地域を重力デｰタにより研究し地質構造について

多くの知見を得た･今回完了した第2次計画ではル

ソン島ならびにその周辺地域を対象とし.フィリピン鉱

山地球科学局カミ実施した空中磁気探査デｰタの処理解

析狂らびに地質的解釈を行った｡この結果この地域

の磁気基盤の等深度面が解明され金属鉱床と密接に関

係ある閃緑岩の分布について新しい事実カミ判明すると同

時に金属鉱床探査にとって重要な地域を抽出し当初

の目的を達成した.

日本一フィリピンｰインドネシア地域を形成する島弧

系列は東アジア大陸の前縁にあたり地質構造発達吏

ならびに鉱物資源賦存地域としても地球科学的に興味の

ある地域であるカミこの研究によりこれら諸問題につ

いて重要た結果カ茎得られたのみ校らずこの地域の資源

探査に指針を与える基礎的資料カミ得られた･

地球上の比較的条件の良い地域については地学的研

究も進み鉱物資源についても良く調べられているが

地下深く埋っている潜頭鉱床熱帯雨林地域珍漢の様

な乾燥地域などの非常に条件の悪い地域の鉱物資源は充

分に研究されておらずまたこの様な条件の下で有効た

探査方法も確立されていない･従って今後この様な地

域に適した探査方法の確立は急務と考えられ欧米諸国

でも熱心に研究が進められている.同じくITITプロ

ジェクトとしてチリ地質調査所と共同で昨年度から4年

計画で乾燥地域における銅･鉛･亜鉛鉱床探査法の研

究を行っている.今年度は昨年に引続き花鵠岩の帯

磁率と顕微鏡観察の結果との関連を明らかにしアンデ

ス火成岩類の酸化還元状態と銅鉱化作用との関係を解明

した.チリの花開岩作用は古生代と中生代以降のもの

に大きく分けられ前者はチタン鉄鉱型であって後者は

磁鉄鉱型であり銅鉱床は後者にのみ伴って生成される

事が明らかになった.さらに国内では現地で採取し

た試料についてSHO同位体の研究主化学成分の

分析などが進行中であってホｰフィリｰ型鉱床につい

てその初生鉱化作用二次富化作用の生成過程が明ら

研修風景

かにた一る.これに引続いて明年度はマント型鉱床の研

究を行いこれら鉱床のチリ中部の砂漠地帯で有効な探

査方法を確立する計画である.

世界の多くの地域で開発され研究されている地熱資

源はすべて火山地域のものであって火山エネルギｰ

を熱源としている.しかし地殻の安定した火山の狂い

地域にも地熱資源はあるのであって重要な役割を果た

し得るものもある筈である.従来この様な地熱につい

ては本格的な研究がなされておらず熱源狂ど不明な

点カミ多い.今年度からITITプロジェクトとしてタイ鉱

物資源局と共同でタイ北部地域で非火山地帯の地熱

エネルギｰ開発に関する研究を4ケ年計画で開始した｡

タイ北部には40ケ所以上で温泉が自然湧出している事

が知られている･しかもこの地域は地質的に安定し

たインドシナ地塊にありこの様狂研究に最も適した地

域であるのと同時にタイ政府もこの地熱エネノレギｰ開発

に極めて熱心である.今年度はこの地域の概査を行っ

て研究対象地域を決め研究計画を決定した･今回

の在外研究では地質･地球化学的研究に主力を注ぎ

地熱貯溜岩層の岩石学的性質地熱変質帯の粘土鉱物や

変質帯主じょうの化学的性質を明らかにした.さらに

主要な地熱地域5ケ所において熱田カの推定をした･

これらの結果と従来タイ政府が行った研究をもとにし

て北部タイ地域の地熱資源のデｰタを編集しカタログ

を作成した･来年度以降は地球物理的手法を用いて

熱源の解明その規模放熱量などを明らかにし地熱

ポテンシャルの評価を行う計画である･なおこの共

同研究の推進および今後の計画を討議するためタイ

鉱物資源局次長KAEwBEIDH00NSAN-G0B氏を工業技

術院カミ研究管理者として55年12月8目から11日間目本へ

招へいし今後の研究計画について双方が合意に達した.�



一20丁

第1表

研究者の交流

1｡幾所職員の海外における研究

ITIT特別研究

地熱エネルギｰ鉱物資源局(タイ)

〃〃

リそ一トセンシングによる地質構造鉱物資源開発研究所(韓国)

銅鉛亜鉛鉱床解析探査法地質調査所(チリ)

東南アジア地域地質構造研究天然資源省鉱山局(フィリピン)

55.8.17～

〃～

55.11.6～

55.11.10～

56.1.10～

�㈸

�㌀

��

���

㈮㈴

工技院(ITIT)

〃

〃

〃

〃

高

河

星

松

藤

島

田

野

久

井

清

幸

敬

勲

雄

男

敬

各種の在外研究

中性子放射化分析

地球物理探査法

火成岩の地球化学

海洋物理探査法

深海堆積物地球化学的研究

(IPOD航海)

シカゴ大学/

カリフォノレニア大学

米国地質調査所

トロント大学(カナダ)

米国地質調査所

(南大西洋)

53.5,26～55.7.25

54.12.ユ2～56.12.11

55.12,1～56.11.30

56.1.27～58.1.19

55.7.17^一9.9

シカゴ大学因

カリフォルニア大

JICA村

科技庁/民

トロント大学

JICA宮

東大海洋研野

上

家

崎光

原昌

剛

裕

治

旗

人

白嶺丸による海洋調査

海洋地質調査

南極海域基礎地質調査

(大平洋ウエイキ東方海域)

(南極海域)

55.8.11～

10.9工技院

55.12.9～56.1.20

〃

〃

55.12.9～56.2.25

〃

56,1.14～2.25

〃

石油公団

中尾

上嶋

小野寺

玉

西

臼

中

酉

松

岡

中

木

村

木

村

井

尾

村

林

村

村

下

上

征

正

公

費

征

清

行

光

泰

文

人

児

策

明

朗

和

修

信

正

敏

その他の調査

石油備蓄に関する地質調査

鉱工業調査(海外研修)

地熱探査技術調査

地熱資源評価研究開発協力調査

フランス･スイス･西ドイツ･

スウェ'一デン

フィリピン･インドネシア･タイ

米国･メキシコ

米国

��

��

��

��

9.13～

9.22～

2.8～

3.11～

�㌰

��

�㈹

㌮㈲

工技院(受託)星野男

〕ICA坂巻幸勇

工技院花岡尚之

鱗･l/1撞轟1

2･海外からの客員研究

ITITフェロｰ

フィリピン

韓国

タ

イ

55.9.ユ7～

56.2.ユ2～

〃

56.2.16～

〃

〃

��あ��湯���湧

㌮㈷�湧���湧

�����

3.27A㎜nuaychaiThienprasert

卡湧慴楴�當楲潺

�慮�湧�楮杣��

フィリピン鉱山局

資源開発研究所

〃

鉱物資源局

〃

〃�
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チリ56.3.9～3,27Car1osU1riksen

地質調査所

その他の共同研究

米国

インドネシア

イタリア

中国

米国

米国

55.5～

55.ユ～

55.2～

55.1～

55.1ユ.ユ3～

56.1.19～

��

��

��

�㈰

���

�㈴

���湫�

�����

����椀

坥�慰椀

�����略���

��慮�攀

地質調査所ハワイ観測所

環境地質研究所

フィレンツェ大学教授

地質省南京地質鉱物資源

研究所副所長

地質調査所

地質調査所

地熱研究

環境地質

鉱床の地球化学

火山性鉱床

地熱

鉱床

遠隔探査(リモｰトセンシング)技術は近年急速に発達し

日本の地質調査所においても色色な手法を開発し地質

構造の研究その他に大きな成果を挙げて来た.この方

法の大きな利点は広大な地域について同一条件で迅速

に地質構造の性格を検討できる点にある.従来から日

本の九州北部･中国地方西部と韓国の中生代以降の地質

の対比を行う事によって西南目本島弧のアジア大陸から

の分離機構原堆積べ一スンの規模現べ一スンの構造

炭化水素資源のポテンシャルなどに関して有用な情報か

得られると考えられこの様衣研究の必要性は認められ

ていながら実施できずにいた.今年度から同じく

ITITプロジェクトの1つとして韓国鉱物資源開発研究所

と共同で遠隔探査技術による地質構造解析の研究を

3ケ年計画で始めた.この研究の目的は上に述べた様

な目標をもち合せて日本で開発された遠隔探査技術の

異った条件下での地質構造解析手法を確立する事である.

今年度は韓国狂らびに日本において地質概査を行い

今後の地表調査地域を決めるとともに韓国と九州北部

中国地方西部の50万分の1解析作業図を作成した.

以上がITIT特別研究の概要である.これに伴って

研究者の交流カミあったがこれは後に述べる.

500万分の1の縮尺で当時のECAFE地域である東は

日本から酉はイラン北はモンゴルから南はインドネシ

アをカバｰする地域の各種地図を編集出版していた.

これがCGMWアジア支部の発足と共に比較的基礎的

恋地図類はESCAPからCGMWに移された.アジア

の鉱床生成図もその1つであって日本の地質調査所カミ

編集責任を負うものである.

この地図作成については鉱床部に併任されている

兼平慶一郎千葉大学教授に編集担当を委嘱して作業を

進めアジアの構造区分図の原稿図がインド地質調査所

RAY博士の手によって最近完成に近づき鉱床生成図の

地質情報として使える様になった事もあって大きな進

歩を見た.昭和55年7月にパリで開催された国際地

質学会に原稿図を展示同時に開かれたCGMWの鉱床

生成図小委員会で討論の結果地質構造区分図の修正を

まちこの地図を完成する事に放った.

またCGMWからSEIsM0TEcT0NIcMAPを作る計

画カミあるので日本周辺地域の編集責任を日本の地質調

世界地質図委員会(CGMW)

この委員会は本部がパリにあり現在は国際地質学連

合の下部機構の1つとして活動しているカミその歴史は

非常に古く設立は前世紀末である.各国の国立地質

調査機関が会員になるシステムであって日本は勿論の

事であるカミアジアの数多い独立国の地質調査所の内

大部分が会員である.従来はアジアでは余り活発では

なかったか1972年にアジア支部を設立しインド地質

調査所長が支部委員長に任命されてから本格的な活動

を始めた.

それ迄はアジアでは当時のECAFE(現ESCAP)が

研修風景�
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策2表技術協力のための派遣出張

地化学探査

鉱物資源調査

鉱物資源調査

〃

地図作成技術指導

鉱床資源調査

海洋地質技術指導

地熱開発

岩石学

鉱物の物理分析

ウラン調査

地質鉱床調査

〃

〃

地下水開発調査

窯業原料研究指導

地熱開発

地熱開発

リモｰト

センシング

地熱開発

原子吸光分析指導

共水性ガス調査

〃

〃

〃

'地熱開発

国連(インドネシア)ESCAPRMRDC

マレｰシアコタキナバル地質調査所

トルコMTA(鉱物資源開発研究所)

〃〃

サウジアラビア石油鉱物資源省測量局

トルコMTA

国遠(タイ)ESCAPCCOP

ケニヤエネルギｰ省

チリノルテ大学

チリ中央冶金研究所

モロッコ鉱物探査開発公社

ネパｰル商工省鉱山地質局

〃

〃

マダガスカル

フィリピン

ケニャ

インドネシア

インドネシア

ケニャ

ドルコ

フィリピン

〃

〃

〃

ケニヤ

52.8.ユ5～55,8.14

53.7.21～55,7.20

53.9,28～55.9.27

〃

54.1.27～57.ユ.26

54.6.7～56.6,6

54.ユ0.26～56.10.25

55.2.18～58.2.17

55.3.1～57.2.28

55.3.16～56.3.15

55.4.5～58.4,4

55.4.5～56.4.4

〃

〃

55.7.11～55.7.20

55.7.13～57.7.15

55.7.28～55.9,1

55,9.5～55.9.23

55.9.5～55.｡臭.23

55.;.13～55.11.27

55.9.19～55.12.18

55.10.28～55.12,7

55.10.28～55.11.25

55.ユ0.28～55.12,7

55.10.28～55.ユ2,7

55.ユ1.1～56.2.15

伊藤司郎

(技術部)

上野三義

(鉱床術)

平野英雄

(鉱床部)

藤井紀之

(鉱床部)

桑形久夫

(技術部)

矢島淳吉

(北海道支所)

長谷川博

(海外室)

本島公司

(技術部)

沢村孝之助

(海外室)

遠藤祐二

(鉱床部)

高島清

(鉱床部)

平山次郎

(地質部)

吉井守正

(鉱床部)

中嶋輝元

(鉱床部)

曽我部正敏

(燃料部)

下坂康哉

(名古屋出張所)

駒井二郎

(物理探査部)

角情愛

(地殻熱部)

長谷紘和

(地殻熱部)

佐藤博之

(地質部)

寺島滋

(技術部)

名取博夫

(燃料部)

鈴木尉元

(燃料部)

井波和夫

(燃料部)

永田松三

(技術部)

金原啓二

(地殻熱部)

��

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃�



共水性ガス調査

地下水開発

水資源開発

地熱開発

地熱開発

地化学探査

海底地質調査

鉱床探査

地下水開発

物理探査

鉱物探査

岩石磁性の

調査研究

フィリピン

マダガスカル

ア首連

ケニヤ

ケニヤ

国連(インドネシア)ESCAPRMRDC

ソロモンパプアニュｰギニア海域

インドネシア

マリ共和国

モロッコ

タンザニア束アフリカ鉱物資源センタｰ

タイマレｰシア(RMRDC)

55.11.20～55.12.7

55.11.28～55.12.9

55,12.5～55.12.15

55.12.14～56.

��

��

��

��

��

��

��

��

1.6～56.

1,28～58.

2.1～56.

2.20～56.

3.2～56.

3.16～56.

3.20～56.

3.30～56㌔

㌮㌱

2.ユ5

�㈷

�㌀

㌮�

㌮㈲

�㌱

4.ユO

��

福田

(燃料部)

曽我部正敏

(燃料部)

黒田和男

(環境地質部)

佐藤良昭

(燃料部)

佐藤功

(物理探査部)

安藤直行

(技術部)

生木賢策

(海洋地質部)

上野三義

(鉱床部)

村下敏夫

(環境地質部)

武居由之

(物理探査部)

高橋清

(技術部)

斉藤友三郎

(物理探査部)

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

国連

査所が引受ける様要請カミあり引受ける旨返答した.

これについては編集についての基本的な考え方を何れ

討議する事になると思われるカミ具体的なスケジュｰル

は決っていない.

環太平洋マッププロジェクト

このプロジェクトは1973年に発足し翌年に設立され

た環太平洋エネルギｰ鉱物資源理事会の事業の1つであ

る.実質的な運営には米国地質調査所が当っている.

このプロジェクトの目的は地質･地質構造放らびにエ

ネルギｰ･鉱物資源に関する情報を収集して1,000万

分の1および2,000万分の1の地図にまとめるとともに

可能な隈りデｰタの標準化とコンピュｰタｰ化を促進す

ることである.

このプロジェクトでは環太平洋地域を4つの区域に

わけこれら北東北西南東南西区域と南極地区に

夫夫パネルをおきその区域の地図編集にあたっている.

このうち極東ソ連からインドネシヤに到る北西地区パ

ネルは日本カミ担当し資源開発大学校理事長西脇親雄氏

が議長地質部主任研究官野沢保氏が副議長をつとめ

ている･メンバｰとしては国内では当所関係部課

をはじめ東京大学神戸大学石油公団技術開発セン

タｰ底らびに石油資源開発株式会社から関係者カミ参加

し国外では関係国の地質調査機関国連機関ならび

に東南アジア石油探査協会(SEAPEX)から関係者カミ参

加している.

昭和55年5月米国地質調査所メンロｰパｰク支所で

第6回地区議長会議カミ開かれ日本から西脇議長と野沢

副議長が出席した.さらに同年10月の第17回CCOP会

合の際に北西パネル会合を開き西脇議長のほか当

所より嶋崎海外室長(CCOP目本政府代表)と井上海洋地

質課長(CCOP特別顧間)が出席した.

当地区パネルの今年度の活動は特にプレｰトテク

トニクス図の完成と鉱床図の修亜炭田図の修正に

主眼をおいた･今迄比較的活発ではなかった南西地

区も新しい議長の就任とともに活発に動き出したので

北酉地区との境界域の検討も行われる様になった.こ

れによりほぼ完成している地質図鉱床図炭田図

エネルギｰ図なども今後近い内に出版可能になると思

われる.プレｰトテクトニクス図は各地区も原稿

図がほぼ完成し昭和56年度頃迄には出版される予定で�
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第3表過去10年間の国際協力に海外出張派遣

二

海外派遣

国際協カ事業団

金属事業団

国連

工技院

受託

海外経済協力基金

サウジアラビア政府

小計

�

�

��

㌶�

�

�㈲

㈸�

�㌲�

��

㌱��

㈷�

��

㌶�

��

㈹　

�㌀

㈰

㌶�

��

㌱�

����

��

㌸㈱

㈴〶㈸㌶㌲㌱㈲〳

����㌶�

㈱

㈹�㌲�����

㌱�㈳㌷��

��

�㈳��

エ■廿⊥山ユユ上工

ある.

研究者の交流

ITITの特別研究サンシャインプロジェクトその

他のアレンジメントによって今年度も当所の研究者カミ

海外で研究し外国人研究者も当所で研究を行った.

その内訳は第1表に示す様に当所の在外研究者17名

海洋調査13名来訪研究者13名である.

技術協カ

専門家派遣

昭和55年度に国連の要請コロンボ計画などによる

目本政府が国際協カ事業団を通じて行っている技術協カ

荏どで発展途上国における地下資源開発のための調査

･研究･技術指導たどに従事するために海外に派遣され

た地質調査所の職員は第2表の通り38名である.

この内長期派遣者は16名であり国連3名マレｰシ

ア1名トルコ3名サウジアラビヤ1名ケニヤ1名

チリ2名モロッコ1名ネパｰル3名フィリピン1

名である.これらの内国連1名マレｰシア1名

トルコ2名チリ1名の計5名は年度中に任期を終了

し帰国した.

前に述べた通り目本の国力が各国に認識され当所

の技術レベルが各国に認識されるにつれて技術協力の

ための専門家派遣の要請か毎年増えている.これら

要請に全部応える事はできないカミ長期短期両方の専門

家派遣延目数を年毎に示したものが第3表である.

船上実習

技術研修員の受入れ

国際協力事業団が実施する集団研修員たらびに個別研

修員を受け入れ国際機関の要請する個別研修を実施し

た.

沿岸鉱物資源探査ならびに地下水開発の2つの集団研

修は今年でいずれも!4回を終了した.今年は筑波移

転後最初の年であり新設の工業技術院研究交流センタ

ｰで研修を行い宿泊ならびに生活の中心は同じく新設

の国際協力事業団筑波インタｰナショナノレセンタｰに

おいた.これらの施設は何れも立派なものであり当

所たらびに国際協カ事業団の研修担当者の献身的な努カ

によって当初心配された様な事故はもとより混乱も�
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策4表

沿岸鉱物資源探査集団研修

研修員氏名

����椀

�剡橡杯��牡�

�慮��浩牢��畤椀

�慮��湧�攀

LoganathanPonnarnba1anユ

副特����敲�

��物潁��副�物�

周�慌散���

���楮�湃攀

国籍

��愀

�摩愀

�慮

��愀

���楡

健�

������

周���

呵��

所

属機関

MyanmaOi1Corporation,MinistryofIndustry皿

(産業省ミヤンマ石油分社)

ど����牡�慳��楳�潮�楮楳���整��畭��浩��

&Ferti1izers(石油化学肥料省石油天然ガス委員会)

�瑩潮��慮楡����慮�

(イラン国営石油会社)

KoreaResearchInstituteofGeoscience&〕〉llinera1Resources(KIG･

AM)(鉱物資源研.究所)

Geo1ogica1Su岬eyDept.ofMa1aysia,MinistryofPrimaryIndustries

(一次産業省地質調査所)

健�����健��整�������特潦�敲朦��

(動力鉱山省ペルｰ石油分社)

BureauofMin♀sandGeo-Sciences,MinistryofNatura1Resources

(天然資源省鉱山地球科学局)

��牴浥�潦��牡������楮楳��晉�畳�楡�晦��

(産業省鉱物資源局)

��牡���������慴楯��瑩��潦呵�����

(鉱物調査開発研究所)

第5表

地下水開発集団研修

研修員氏名

剡�慮坡��

�湧畯�

���������

��桵�敢�攀

�楮�����

��牧��潮�昀

��慧���杢��慴物捫

剡湫潴来��潮

���牡�攀

��晦慫���楮慴椀

䙥�楮慮�業潮

������

�歯��牡�癥���

国籍

�湧��獨

�楮愀

���

��潰楡

���卩愀

�慮

�来物愀

卲�慮歡

�物愀

��慮楡

周���

所

属機関

亨ang1adeshWaterDeve1opmentBoard,WaterResourcesDeve1op-

mentAgency(水資源開発庁水開発局)

�散����畴敲��敲��慮��敧���汯�

(ウｰハン地質大学電子計算機センタｰ)

���特潦��剥��慴楯�

(国土開発局)

���特潦����敲�慮�慴敲剥��捥�

(水利鉱山省)

���������楳楯測��捴牡�潦�癩������汯���

ofMinesandEnergy(鉱山エネルギｰ省)

F…R･9i…1W･t･･A･tも･｡ity,Mi.i.t.y.fE｡｡｡gy

(エネルギｰ省ファｰス地区水資源庁)

丁止eFedera1DepertmentofWaterResources

(水資源連邦局)

坡�牒��敲捥���

(水資源局灌概部)

���特潦偵�楣����坡�牒����

(公共水資源省)

���特潦坡���牧����牡汳

(水利鉱物省)

偽�楮捩�坡���歳���楴�

(地方水道庁)へ�
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策

6表個

依頼機関

��

〃

〃

〃

文部省学術国際局

ユ手スコ国際部

(財)交流協会

〃

��

〃

〃

研修課題

天然ガス鉱床調査

〃

セラミックス原料

鉱山開発

火山活動による金属鉱床研究

地形･地質図作成技術

〃

物理探査

地下水開発

海洋地質調査

研修員国籍

久��

〃

呕剋�

��久卉�

���

�偕��但���

〃

�乙�

��乁������

TURKEY一

研修員氏名

PRENPATNASTHAP工T

�����呈��

������

�乁剔低伀

��乄�

洪志成

貝最梓

�吮�孁�剉�

����啌��卅

������

体�乍��

恋く良好な成果を収めた･研修員も得る所が多かっ

たと思われる.個別研修は10名受け入れた.

沿岸鉱物資源探査集団研修コｰスは9ケ国から9名の研修

員を受入れて(第4表参照)昭和55年5月15目から12月

18目迄の7ケ月実施された.このコｰスの目的は海底

鉱物資源特に石油鉱床の探査に関する基礎知識を与え

るものであるため海上物理探査に重点カミおかれている･

講義ならびに室内実験のほか海洋地質調査船白嶺丸に

よる船上実習を行いまた地質巡検旅行を実施した･

最後の約1ケ月間は各研修員がそれぞれ関心のあるテ

ｰマを選びそれについて教官の指導を受け祖カミら技

術報告書を作成して提出した｡

地下水開発集団研修コｰスは11ケ国から11名の研修員(第

5表参照)を迎えて昭和55年8月21目から12月20目迄

約4ケ月間実施した.このコｰスの目的は地下水

の探査開発ならびに管理についての基礎知識を与える

事である･室内における講義のほか測定記録解

析だとの野外実習と地質巡検旅行を行った･野外実習

の結果は研修員が取りまとめて技術報告書として提出

した.

個別研修はネパｰル2名天然ガス鉱床トルコ2名窯業

原料在らびに海洋地質調査インドネシア1名鉱山開発

中国1名金属鉱床台湾2名地図作成ケニヤ1名物理

探査イエメン1名地下水開発の計10名(第6表参照)

を受入れた.

第7表国際会議出席

第6回環太平洋マップ･プロジェクト�来園�55.5.4～55.5.12�野沢保�北西太平洋地区副

地域議長会議����議長

第26回国際地質学会�フランスパリ�55.6.24～55.7.20�野沢保�研究発表

〃�〃�55.7.7～55.7.20�本座栄一�〃

フィッション･トラック年代測定研究会�イタリア�55.9.8～55.9,17�玉生志郎�〃

｡cOP/sOPAc第9回会合�キリバスタラワ�55.10.14～55.11.1�盛谷智之�技術顧間

国連再生エネルギｰ会議�スイス�55.11.1～55,11.9�高島勲�検討委員

地熱エネノレギｰ分野検討会(第2回)����

亙SCAPCCOP第ユ7回会合�タイ�55.11.2～55.11,8�嶋崎吉彦�政府代表

〃�タイ�55.11.3～55.11.18�井上英二�特別顧間�
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別研修

研修員所属機関

DepartmentofMines&Geo1ogy(ネパｰル鉱山地質局)

〃

Minera1Research&Exp1oration工nstitute(トルコ鉱物資源開発調査研究所)

Depa汽mentofMines&Energy(インドネシア鉱山勘カ省)

中国南京地質鉱物資源研究所

中華民国経済部中央地質調査所

〃

Minist町｡fEnvironment&Natura1Resources(ケニア鉱山地質局)

MinistryofPublicWorks(北イエメン公共事業省)

MineralReserch&Exp1orationInstitute(トルコ鉱物資源開発調査研究所)

(奉月目王年月習:目禺)

55.5.15～

〃

55.7.2～

55.7.14～

55.9.1～

����幽

〃

56.1.27～

55.4.14～

56.3.15～

7.3177日間'

〃

8,131日間

7.ユ85日間

9.2020日間

10.3115日間

〃

5.12106日間

4.2815日間

6.1492日間二二

国際会議

昭和55年度にも地学･鉱物資源関係の

国際会議や学会カミ海外で多く開かれた

カミ当所からは第7表に示す様に8会議

に出席した.その内訳は国連関係会議

4件国際学会3件地域会議1件であ

る.

なお当所職員は出席できなかったカミ

継続的な協力関係カミあって出席を要請

された国連関係会議としてはエスキャッ

プ･地域鉱物資源開発管理理事会(RMR

DC)第3回会合カミ韓国ソウル市で開催

された.

タイ北部地熱調査

沿岸鉱物資源探査技術集団研修コｰス研習生�


